
東北⼤・遠⽥晋⼆教授
能登半島地震後、佐渡
沖、そして志賀原発沖
合や南側の断層に地震
を起こしやすくする⼒
が働いている。

（1⽉9⽇発表）

次の大地震は来ないのか？

震度5強、399ガルの揺れで・・・

変圧器故障で
外部電源1系統
2回線ダウン

物揚げ場で
35㎝の段差
など79カ所
で地盤損傷

津波なしが
実は４ｍ

1号機燃料プール
冷却ポンプ停⽌

1、2号機燃料
プール⽔⾶散

変圧器油漏れ
漏洩量訂正

⽕災発⽣！
あとで訂正

海への油
漏れなし
実はあり

2号機タービン
伸び差⼤警報

これでも「耐震安全性が確保」されている？！



①動翼と静翼との接触痕 ②動翼と静翼との接触痕

③スラスト軸受箱の
浮き上が り、取付
ボルトの緩み等

④スラスト軸受のシールリング
の変形、メタル部のへこみ

⑤スラスト軸受周りの
連結管突 起部の破損

⑥タービン−発電機カップ
リングの油切りの変形

⑦タービン伸び差計の破損

⑧発電機回転検出器
および回転 検出器
⽤ギアの損傷

⑨発電機スラ
ストキー固定
ボルトの折損

⑩発電機軸受
下部の溶接部
の⼀ 部ひび
割れ

停⽌中に発⽣。安全確保
に問題なし（北陸電⼒）

止まっていてよかった！タービンボロボロ（4月26日公表）

79カ所

敷地内断層の影響は？地盤はガタガタ（4月12日公表）

敷地は4cm沈降（4月12日公表）隆起は？

約12万年前

更新世中期（チバニアン）
78万1000年〜12万6000年前

現在

太⽥・平川（1979）地理学評論に北野加筆

後期 前期

そもそも能登半島はこうして形成されてきた



志賀原発の敷地は
12〜13万年以降
20ｍ以上隆起

渡辺満久教授
鈴⽊康弘教授

2012年5⽉4⽇
中⽇新聞

志賀原発

2024.0313 
東京新聞

津波、海岸隆起で海路の避難できず
孤⽴集落住⺠はヘリでも救出できず

⼤規模・多数の道路損壊で避難できず

モニタリングポスト１８か所⽋測
可搬型MPも設置できず
モニタリングカー⾛⾏できず

住宅全壊・半壊多数で屋内退避できず

放射能放出で外部からの⽀援ストップ
すべて破綻！

⾃治体は原⼦⼒防災業務を担う余⼒なし
通信途絶、情報伝達できず

避難計画は破綻

原⼦⼒災害対策指針の
基本的な考え⽅は変えません

複合災害では
⾃然災害対応を優先

防護措置は今後も
避難と屋内退避の

組み合わせで
屋内退避の運⽤に
限って議論します

原子力規制委員会の方針は？

２⽉１４⽇原⼦⼒規制委員会
討議・意⾒⼀致



屋内退避の運⽤に
限って議論します

原子力規制委員会の方針をチェック

事故等について極端な場合を想定
することは、放射線対策に偏重し
た緊急時計画の策定につながり避
難⾏動等防護対策の弊害を拡⼤す
る可能性がある。

フクシマのような
想定はするな

「1mSvの被ばくも
許さない！」はダメ

2021.4.14 衆議院経済産業員会
⼭⽥知穂原⼦⼒規制庁核物質・放射線総括審議官
（政府参考⼈）答弁
原⼦⼒災害対策指針の⽬的は、緊急事態における原
⼦⼒施設周辺の住⺠等に対する放射線の重篤な確定
的影響を回避し⼜は最⼩化するため、及び確率的影
響のリスクを低減するための防護措置を確実なもの
とすることとされてございまして、原⼦⼒災害時の
被曝をゼロにすることを意図しているものではござ
いません。

はあ〜？？？
開き直り？

そもそも国は被ばくゼロを考えていない

原⼦⼒災害事前対策の策定において参照すべき線量のめやすについて
原⼦⼒規制委員会

2018年（平成30年）10⽉17⽇

Cs-137 の放出が100TBq（テラベクレル）相当の事故を想定
※福島第⼀原発事故の100分の1の放出量

OIL1は50ｍSv/週以下に抑える⽔準
OIL2は20ｍSv/年以下に抑える⽔準 現⾏計画で問題なし

「事前対策めやす線量」は、実効線量で 100mSv の⽔準とする
※原⼦⼒災害発⽣初期（1週間以内）を対象とする

100mSvは「めやす」であって線量限度（上限）ではない。
福島第⼀原発事故クラスの事故が起こったら当然この⽔準を超える。

500μSv/hを
超えたら数時
間内に避難

原子力災害時、住民はどれくらい被ばくする？ 逃がさない避難計画へ

原子力災害時の屋内退避の運用に関する検討チーム 配布資料より
（5月20日）

現実の事故で は、重⼤事故等対策が有効に機能して奏功す
る事態進展も想定される。

原⼦⼒災害対策指針の防護措置では、住⺠等の負担が過度
なものになり得る。

UPZにおける屋内退避の開始時期を全⾯緊急事態より遅ら
せたり、屋内退避の実施範囲をUPZ全域から縮⼩したりと
いった柔軟な判断が可能になるかなどの検討を想定する



原⼦⼒施設からの距離と屋内退避等による被ばく線量の関係
前述の試算は、新規制基準の適合性審査において評価された重⼤事故シナリオを超える Cs-137の放出が
100TBq相当※のもの（ただし、希ガスは全量放出）についての被ばく線量の評価を⾏ったものである。

その評価において、実効線量は、PAZでは原⼦⼒施設に近い地点でIAEAの基準を上回る可能性があるが、
予防的避難により、そうした被ばくを避けられること、また、UPZでは全地点でIAEA基準を下回るが、
屋内退避により、その被ばく線量をさらに低減できることが⽰された。

防護措置をしない場合 ⽊造家屋に屋内退避(２⽇間) コンクリート構造物に屋内退避(２⽇間)
PAZ
(⽬安)

中央値

95%値
（凡例）

緊急防護措置実施に関する
IAEAの判断基準
100(mSv/週)

実効線量 防護措置をしない場合の被ばく線量（全⾝） 防護措置をする場合の被ばく線量（全⾝）

※  炉 停 ⽌ から放出開始までの時間︓１２時間、環境中への放出継続時間︓５時間（⼀定の割合で放出されると仮定。）13
出典︓緊急時の被ばく線量及び防護措置の効果の試算について（平成26年５⽉28⽇、原⼦⼒規制委員会）

防護措置しない場合より
概ね25%低減

防護措置しない場合より
概ね50%低減

中央値

95%値
（凡例）PAZ

(⽬安)

100(mSv/週)

PAZ
(⽬安)

100(mSv/週)

中央値

95%値
（凡例）

屋内退避による放射線防護の有効性（規制庁資料より）

2021.4.8  衆議院 原⼦⼒問題調査特別委員会
堀内紹⼦内閣府副⼤⾂ 答弁
（その地域防災計画、避難計画が有効に機能するんだ、実効性の
あるものだという判断は）まず関係する市町村の市町村防災会議
が判断する

再稼働が実態として進むことはない
(菅総理・岸⽥総理答弁)

佐藤暁内閣府⼤⾂官房審議官 答弁
当該市町村が、実現可能性が乏しく不⼗分な避難計画であると判
断する段階において、緊急時対応が取りまとめられることはない

国も無視できない「市町村の判断」

避難できない、避難させない計画でいいのか

住⺠の被ばく前提の計画でいいのか

各道府県・市町村原⼦⼒防災計画の⽬的
住⺠等の安全を守ること

問われる自治体の責任

原⼦⼒規制委員会
原⼦⼒災害対策指針の基本的な考え⽅は変えません

ご清聴ありがとうございました
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